
Ⅰ 地域・職域連携支援検討会の活動状況   

1 地域・職域連携支援検討会設置の経緯   

平成12年4月に策定された「健康日本21」の推進のために、地域  

保健と職域保健が一体的に取り組む体制づくりの重要性が掲げられ、平   

成13年度の医療制度改革の議論過程において、健康づくり・の法的基盤  

整備の必要性が提示され、平成14年に健康増進法が制定された。   

それらと平行して、厚生労働省では、地域保健と職域保健の連携を進   

める具体的な検討を進め、平成14年3月には、健康教育等の保健事業   

を地域と職域で連携するモデル事業が提示された。この保健事業の連携   

モデル事業は、平成14年度と15．年度の2年間に「地域・職域連携共   

同モデル事業」として11か所の道府県で実施され、次のような成果が   

得られた。  

①これまで地域保健と職域保健で独自に行われてきた保健事業を連携  

して行うことで、それぞれの専門性や役割を活かした総合的なサー  

ビスが提供できる  

②地域における職域の実態と課題が明確になり、各自治体の健康増進  

計画の進行管理としても活用できる  

③職域を含め、住民全体の健康意識が高まることにより、健診や事後  

指導を積極的に受ける人が増え、地域の活性化につながる   

等である。  

これらの成果を基に地域保健と職域保健の連携を全国的に普及する   

ため、平成17年3月に坤域・職域連携推進事業ガイドラインが作成さ   

れ、長年の課題であった地域保健及び職域保健の連携のための具体的な   

方策が示された。  

平成17年度から、各都道府県・指定都市において都道府県及び二軍   

医療圏を単位とした「地域・職域連携推進協議会」を開催し、地域保健   

と職域保健で保健事業の共由実施や社会資源の有効活用を図るなど「地   

域・職域連携推進事業」の実施が推進されている。本事業の実施に当た   

っては、前述の地域・職域連携推進事業ガイドラインが活用されている   

が、より円滑な地域・職域連携事業の実施のため、「地域・職域連携支援   

検討会」を開催し、検討会構成員による各都道府県等へ出向いての現地   

支援を実施したところである。  

本検討会は平成18年3月までに合計3匝l開催され、検討会構成員に   

よる各都道府県等への現地支援は14か所に実施された。  
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2 地域・職域連携支援検討会の目的   

「地域・職域連携支援検討会」は、平成 

県及び二次医療圏を単位とした「地域・職域連携推進事業」の円滑な実  

施を図り、それぞれの地域特性を考慮した地域保健と職土或保健の連携を  

より実効性のあるものとして進めていくことを支援するために開催さ  

れた検討会であるム   

本検討会の事業内容は、次の4点 

（D 都道府県等における「地域・職域連携推進協議会」の設置及び運  

営を支援するための要点の作成  

② 検討会構成員による各都道府県等の現状に応じた助亭等の支援   

③ 各都道府県等の「地域・職域連携推進協議会」の設置及び運営に  

関する事例の集約   

④ 支援結果を受けてガイドラインの修正・改訂を含めた検討  

3 地域・職域連携支援検討会構成員の派遣状況  

（1）地域・職域連携支援検討会構成員の派遣について  

平成17年度に地域・職域連携推進協議会（都道府県協議会、二   

次医療圏協議会）を設置し、連携事業を実施している都道府県・指   

定都市に対し、検討会構成員を各2名派遣した。検討会構成員は、   

都道府県協議会もしくは二次医療圏協議会に出席し、円滑な地域・   

職域連携推進事業の実施に向けて、平成17年11月から平成18年   

3月までに合計14か所の協議会への支援を実施した。  

（2）平成17年度の連携事業実施自治体と構成員の派遣結果  

平成17年度に都道府県協議会を設置し、検討会構成員が支援   

を行った都道府県は 3か所（表1参照）、．二次医療圏協議会を設   

置し、検討会構成員が支援を行った圏域は10か所（表2参照）、   

指定都市は1か所（表3参照）で奉った。そのうち、協議会立ち   

上げのための連絡会への参加が1か所、ワーキンググループヘの   

参加が1か所、連携事業であるフォーラムヘの参加が1か所あっ   

た。  

各協議会において検討会構成員は、ファシー」テ一夕ーとしての   

役割を担い、それぞれの地域の実情に合わせた地域保健及び職域   

保健の連携事業の円滑な推進のために、助言等の支援を行った。   

また、必要時、電話やメール等による支援も実施している。  
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表1 都道府県協議会設置及び検討会構成員派遣状況  

日 程   設置都道府県名   担当構成員   

12月 2日（金）   奈良県   岡山構成員   永江構成員   

2月16日（木）   青森県   家保構成員  樫井構成員   

2月24日（金）   冨山県   家保構成員   河野構成員   

表2 二次医療圏協議会設置及び検討会構成員派遣状況  

日 程   設置圏域名   担当構成員   

11月 了日（月）   ≡重県三泊地区   荒相構成員 津下構成員   

11日30月（水）   滋賀県湖東地域   家保構成員   松田構成員   

12月14日（水）   北海道後志圏域   永江構成員   事務局   

2月 3日（金）  京都府中丹西保健所  荒木B構成員   堀5工構成員   

2月14日（火）  愛知県知多半島圏域   津下構成員   錦戸構成員   

2月16日（木）   島根県浜田圏域   土肥構成員   永江構成員   

2月16日（木）  徳島県徳島保健所   岡山構成員  松田構成員   

用21日（火）   北海道北網圏域   河野構成員  

2月27日（月）   高知県安芸地区   家保構成員   河野構成員   

3月 6日（月）  大分県佐伯保健所   荒木田構成員   櫻井構成員   

表3 指定都市協議会設置及び検討会構成員派遣状況  

日 程   設置指定都市名   担当構成員   

1月30日（月）   神戸市   荒木田構成員   津下構成員   
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Ⅱ 地域・職域連携推進事業の現状   

地域・職工或保健連携の意義や位置づけが健康日本21の都道府県版や圏域  

計画に記載されていることが、連携推進協議会を円滑に運営する上で有用で  

あった。そして、都道府県協議会と二次医療圏協議会の機能分担を明確にす  

ることがそれぞれの協議会を運営する上で望ましいことが認識された。   

都道府県協議会は、都道府県全体に共通する目標を設定することで事業に  

関係する他の予算等との関係を二次医療圏協議会に示すことができる。また、  

二次医療圏協議会に参加する関係団体の上部団体の参加を求めることで、二  

次医療圏協議会での関係団体の積極的な参加と活動が期待できる。さらに、  

既に二次医療圏協議会で連携保健事業が先行している場合には、その事業を  

都道府県内に紹介するとともに、共通する保健事業の資源（教材やリフトウ  

エアなど）を開発することも求められている。   

この章では、協議会の目的、構成メンバー、役割、運営方法、連携事業の  

企画、実施、評価に関する現地支援の結果をまとめた。  

1 協議会の目的   

地域・職域連携推進事業は、地域保健・職域保健が単独で実施していた段  

階に比べ、保健事業の量的質的な拡大が期待される。単独の保健事業よりも、  

保健サービスを受ける対象者が拡大するとともに、個々の事業では構築でき  

ない質的に変革した事業が提供されるような協議会の存在が求められてい  

る。   

協議会の目的に関して、現地支援を行った都道府県等の多くで、地域・職  

域保健に関する情報の共有がなされているものの、連携の特色を活かした事  

業が構築されてい・る所は少なかった。  

2 協議会の構成メンバー  

（1）都道府県協議会  

都道府県関係部局、労働局・産業保健推進センター、都道府県社会保   

険協会、社会保険事務局、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、   
栄養士会、社会保険健康事業財臥共済組合連合会、健保連支部、衛生   

管理者協議会を構成員として運用されていた。この他、関連する団体を   

含めて運営しており、50名近くから構成されている協議会もあった。  

平成20年度以降は、医療制度改革を受けて、都道府県関係部局、保   

険者協議会、労働局・産業保健推進センター、産業界、民間事業者代表、   

市町村、関係団体が中心的な構成メンバーとなる。この場合でも、二次   

医療圏協議会を構成する関係団体の上部団体を含めることが望まれる。  
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（2）二次医療圏協議会  

地域産業保健センター、社会保険事務所、地区組織（NPO、ボランテ   

イ 

体、健康保持増進サービス機関、協同組合、労働基準監督署、労働基準   

協会、事業所、商工会・商工会議所、．健保、住民代表・就業者代表、食   

生活改善推進委員が構成員とされていた。協議会によっては、保健サー   

ビスを提供する側に偏る場合があり、住民代表を含めてサービスを受け   

る側を必ず構成員とすることを考慮してい＜ことが望まれた。地域を代   

表する産業を包括するよう、現在参加している事業所のみでなく、地域   

を代表する事業所にも協議会に参加するように呼びかける必要がある。  

今後、平成20年度からは、都道府県関係部局、健保・共済組合、保   

健所、市町村（国保部門、衛生部門）、地区組織（NPO、ボランティア）、   

医療機関・健診機関、健康保持増進サービス機関、地域医師会関係団体、   

地域産業保健センター、農業・漁業・林業協同組合、労働基準監督署、   
商工会・商工会議所、事業所、保健指導に関する民間事業者を構成員と   

することが望まれる。二次医療圏協議会は、具体的な活動を推進する必   
要があり、関係団体を絹轟的に含める必要があることが確認された。  

3 協議会の役割   

協議会の役割について、都道府県協議会と二次医療圏協議会の問で、相互  

に十分認識されていないことが浮き彫りになった。   

都道府県協議会は、都道府県内の二次医療圏に共通する目標設定をするこ  

とで、事業に関係する他の予算などとの関係を二次医療圏協議会に示すこと  

ができるが、十分な目標設定が行われていない協議会があり、都道府県協議  

会として共通な目標設定を重視することが示された。また、二次医療圏協議  

会参加関係者の一層の協力が得られるよう、都道府県協議会では、二次医療  

圏協議会構成員の上部団体への啓発を行う役割も求められる。このように、  

都道府県協議会の役割が上層認識されることが求められた。   

二次医療圏協議会は、圏域の住民に密着した健康課題を明確にして、連携  

事業により健康課題を解決するような異体的な事業を構築する役割を担う  

必要があるが、現状では問題点を共有する段階に終わってしまい、協議によ  

り新たな連携保健事業の構築に至らない事例が認められた。このような状況  

で、現状の分析を踏まえた協議会本来の役割を理解していくことが求められ  

た。  

4 協議会の運営   

協議会として、協議会設立以前からの事業の継続をもとに連携協議会が機  

能している例を認めるものの、幾つかの協議会では運営上に改善点を要して  

いた。  
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（1）機能分担  

都道府県協議会と二次医療圏協議会の目的機能について、機能の相違   

を理解して運営する必要性が認められた。都道府県協議会が都道府県内   

の調整機能を基本として、二次医療圏の連携事業を支援することを再認   

識する必要性が認められた。  

二次医療圏協議会は参加団体の協議 

した具体的な保健事業を構築することが求められた。  

（2）関係者の地域・職域の相互の理解  

地域側関係者が職域保健の現状を理解する機会、職域側関係者が地域   

保健の保健t」リースを理解する機会を設定することが望ましい。地域側   

関係者に職域保健の講習会を開催して、職域保健の現状や仕組みを理解   

してもらう企画がなされていた所もあった。  

多くの協議会では、連携事業の目的として共通理解の上に、連携を活   

かした事業を協議する機会が十分であるとはいえなかった。  

（3）事務局の設置  

地域保健側が事務局として中心的な役割を担う例が多いが、地域側と   

職域側の積極的な関与が望ましい。地域保健のみでなく、労働関係機関   

（労働基準監督署）と共同で事務局を運営している事例が認められ、望   

ましい形態と評価された。  

一方、幾つかの事例で、二次医療圏における連携事業において、職域   

保健側の関係団体の関与が少ない状況が認められ、地域側及び職域側の   

双方の関係者の積極的な参加が期待された。  

（4）ワーキンググループの設置  

事務局には協議会での審議資料を作成・調整するためにワーキンググ   

ループを置いている所が多かった。ワーキンググループでは、圏域の背   

景状況を考慮して、既存資料から健康課題を分析し、連携事業の削票の   

設定案、 評価案などを準備して、協議会に提出する作業を受け持ってお   

り、協議会運営にとって重要な位置づけとして認識する必要が認められ   

た。  

（5）キーパーソンの配置  

ガイドラインに記載されている連携事業のキーパーソンを選任してい   

る事例が多く見られた。地域及び職域保健のニーズにあったスーパーバ   

イザーとしての人材の関与が連携事業の推進に貢献していることが確認   

された。  
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5 連携事業の企画  

（1）都道府県協議会  

地域・職域運携推進事業ガイドラインには、都道府県協議会の役割と  

して、各都道府県全体に共通する健康課題の明確化、各都道府県の全体   

目標、実施方針、連携推進方策を協議することが掲げられており、その   
役割を確認することが求められる。  

都道府県協議会の具体的な役割として、次のことが考えられている。   

（D都道府県健康増進計画の作成   

②医療保険者・労働衛生部門・市町村衛生部門・関係団体との総合調整   

③健診t保健指導に関する従事者などの育成   

④産業界を巻き込んだポピュレーションアプローチの企画・推進・評価  

⑤正しい健康情報発信に関する調整・協議   

⑥介護予防との連携  

この他に二次医療圏協議会を育成するための支援を行うことが求めら  

れる。  

（2）二次医療圏協議会  

二次医療圏協議会には、関係機関への情報提供と連絡調整、健康に関   

する情報収集、ニーズの把嘩から、地域特性を活かした具体的な連携事   
業の計画・実施・評価を行うことが課せられている。地域の健康課題の   

共通認識の段階で 、健康日本21の中間評価を基にした事例も認められ   

た。  

連携事業を継続的に発展させていくための役割として、次に示す一連   

の流れに沿って企画してい＜ことが大切である。   

① 現状分析   

② 課琴の明確化、目標設定   

③ 連携事業のリストアップ   

④ 連携内容の決定及び提案   

⑤ 連携内容の具体化・実施計画の作成   

◎ 効果指標並びに評価方法の設定  

二次医療圏協議会における企画時点で、都道府県協議会で協議された   

連携事業の目標が提示されていることにより、具体的な計画が進みやす   

いことが示された。特に、共通理解のもとに、参加団体が連携によ 

用する保健事業を企画する協議を推進する上で有用であった。  

6 連携事業の実施   

連携内容を具体化し、実施計画を作成していくことが必要であり、二次  

医療圏協議会の連携事業では、実施計画を具体的に工夫し計画しているも  

のがあった。実際に計画・実施されている連携事業を次に示す。  
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①健康づくり促進ツール（インターネットホームページ）  

圏内関係者が住民に対し、健康に関するホームページを開発して提   

供する事業である。  

②健康づくりチャレンジャー事業を通して資料配付  

チャレンジャー事業を通して、関係者が健康づくりの資料を住民に   

配布することで、健康に関する関心を高める事業である。  

③事業所の健康づくりのための情報マップ  

事業所の健康づくりめために利用できる地域保健の資源を地図とし   

て表現したものであり、職域保健側の関心を高める事業である。  

④健康づくり活動優良事業所表彰事業（中小規模事業所）  

連携事業の一つの目的である中小規模事業所の連携事業を推進する   

目的で、健康づくり活動を推進している事業所を表彰することで、連   

携への関心を高めた事業である。  

⑤健康づくりの共通媒体活用の健康連絡会  

健康づくりのための教材を共通に開発して共有化する連結会であり、   

連携事業の資源を作成している事業である。  

◎保健所が職域保健に関わる環境人間工学的相談  

地域保健側スタッフによる中小規模事業所への環境改善や人間工学   

的対策の相談事業であり、地域保健と職域保健が交流する事業である。   

職場の環境改善や人間工学的対策の推進に関する事業は、都道府県快   

適職場推進センターにおいても実施されているところであるが、これ   

らの事業を円滑に推進するためには、快適職場推進センターと達磨を   

図りつつ、これらの事業を円滑に推進するためには、モデル事業所を   

設定して、実施体制を構築することで導入を図ることもーつの方法で   

ある。また、職場における健康づくり活動について■は、労働安全衛生   
法に基づく健康保持増進活動として、健康保持増進サービス機関の支   

援を受けつつ取り組んでいる事業所に関する情報を活用することも有   

効であると考えられる。  

7 評価   

連携事業の実施体制、協議会の体制、目標の設定、事業運営の方法、計画  

の進捗、目標の達成度、参加者の健康指標の改善の各段階で、地域・職域連  

携推進事業ガイドラインに提示されている構造評価、プロセス評価、効果評  

価を行うことが望まれるが、今回支援を行った協議会では評価を実施してい  

る例が少な＜、今後の導入が期待される古   

刀イドラインに示された評価リストを事業の改善へのチェックリストと  

して活用している協議会もあり、評価を実施した上で次年度の計画を立てて  

いる所は、連携事業が定着しており、改善へ利用することの必要性が認めら  

れた。  
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Ⅱ 今後の課題（ガイドラインの改訂など）   

連携事業のメリットとして、次の7点が地域・職域連携推進事業ガイドラ  

インに掲げられている。   

①連携事業により地域全体の健康課題が明確となる   

②継続的な健康支援を受けられる   

③保健サービスの量的拡大になる   

④家族単位での効果的な保健指導が受けられる   

⑤ 整合性のとれた保健指導方法の確立と担当者の資質の向上につなが  

る   

⑥地域保健の資源の活用による就業者の健康増進と生産性の向上に寄  

与できる   

⑦地域職域を一貫した保健指導による健康日本21の推進に資する   

本年度の連携推進協議会への支援事業を通して、連携事業が定着するため  

に必要な事象を整理した結果、以下の点が明らかになった。  

1 都道府県協議会と二次医療圏協議会の機能分担の明確化  

都道府県と二次医療圏の協議会の役割分担を明確化することにより、   

それぞれの協議会を円滑に運営できる。  

都道府県協議会の機能として、次の4点が挙げられる。   

① 管内全域に共通する健康課題を設定すること   

② 関係団体の連絡調整を行うこと   

③ 教材や保健資源の共有管理   

④ 二次医療圏協議会の育成  

一方、二次医療圏協議会は二次医療圏固有の健康課題を特定し、その   

健康課題解決に必要な連携事業を推進することで、従来独自に機能して   

いた地域保健と職域保健の連携を図ることで先に掲げた目的を達成する。  

2 連携協議会の構成員  
都道府県連携推進協議会の役割として、二次医療圏の協議会に参加す   

る関係団体が積極的に連携事業に関われるように、都道府県協議会にお   

いては上部団体の参加を求めることが必要である。  

3 現場ニーズの分析  

都道府県協議会と比較して、二次医療圏協議会では具体的な健康課題   

の分析とその対策が計画される必要があり、ワーキンググループレベル   
で十分なデータの分析を行うことが求められる。  
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4 職域保健関係者の積極的参加  
産業界の積極的参加が二次医療周Iこおける連携事業に必要である。こ   

のため、関係機関から産業界に対する一層の啓発・勧奨が望まれる。  

産業保健推進センターの活用は各種の研修が計画されており、産業界   

への廟知が図れるものと期待された。産業医連絡会議、労働関係連絡会   

議、産業保健連絡会議、丁目P推進協議会など関連の会議の・趣旨と構成機   

関、事務局などを整理しておくことが必要である。  

5 地域保健と職域保健の共同事業  
地域保健部門と職域保健部門が共同で事務局を運営することで、一部   

事例で認められた地域保健に偏りがちな連携事業を地域・職域双方の参   

加でバランスよく実施することができる。また、都道府県の労働局を通   

して、二次医療圏における労働基準監督署の連携事業への関係性を向上   

することが期待される。  

また、地域保健スタッフによる環境改善や人間工学的改善への取組事   

例が確認されたが、職域保健スタッフによる環境改善へのアプローチを   

地域保健サービスとして提供することも考えられ、相互の固有技術を共   

有して、連携事業を展開していくことが期待された。  
職域では、労働者の健康保持増進に積極的な事業所において、労働安   

全衛生法に基づく健康保持増進活動が展開されている。さらに今後、保   
険者機能が強化され、保険者が生活習慣病予防のための健診・保健指導   

（一次予防・二次予防）を実施することになるが、地域・職域連携推進   

事業では、これに加えポピュレーションアプローチ（一次予防）に関す  

る事業との関連を持たせることで、健康増進活動の両輪として機能して  

いくことができる。  

6 研修会の活用  

連携事業の一つとして研修会の運営が次の目的から有用と考えられた。   

① 相互の健康課題を理解する   

② 連携に必要とされる技術を習得する   

③ 関係者のコミュニケーションが図られる  

7 地域・職域連携推進協議会の位置づけ  

連携事業が既存の地域保健医療計画・健康増進計画に記載されている   

ことで、協議会の位置付けが明確になり、参加する関係団体の了解が得   

られやすい。  

また、協議会が健康日本21を推進するための部会として位置づくこ   

とで、中間評価を踏まえた連携事業を計画することができる。  

連携推進協議会が設立される以前からの事業をもとに、今回の連携事   

業が推進されている事例も見られ、連携事業が定着するように育成して  
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いく必要性があり、長期的視点で推進していくことが求められた。  

8 保険者協議会との関係  
保険者協議会が医療制度改革大綱に基づいて、医療費適正化計画の策   

定や保険者への健診・保健指導計画の策定に向けての検討を行う中で、   

地域・職域連携推進協議会と保険者協議会の役割分担を明確にすること   

が望まれる。  

9 計画立案における資．料の活用  

二次医療圏における課題を明確化して、連携事業の目標設定をするた   

めには、次のことが必要である。   

① 健康日本21の中間評価の活用   

② 情報の分析から課題の抽出   

③ 職場の健康づ＜り実態調査  

既存の保健統計資料を茎に分析を行い、地域固有の健康課題を畠体的   

に提示することで協議会関係者の理解を深めることが可能である。  

10 効果指標ならびに評価方法の設定  

保健事業は評価を適切に実施することが求められる。  

連携事業では、段階的な運用と各々の段階での評価を試みることが有   

用と判断される。二次医療圏における連携事業では、以下の段階を経る   

ことが必要である。   

① 関係者のコミュニケーションの形成   

② 関係資料の共有   

③ 課題整理の徹底   

④ 具体的連携事業の設定  

達成可能な年次計画を作成するとともに、長期構想を構築する。  

連携事業を継続して実施している自治体では、年月の経過に伴い、連   

携が深まっていることから、成熟度に合わせた評価の基準が必要である。  

地域・職域連携推進ガイドラインに記載されているチェックリストは   

現状を評価することから、不足している点や改善すべき点が明確になる   

ため、評価項月を各事業の進捗状況を確認する写のとして活用し、次の  

協議会（若しくは次年度）までに解決すべき目標を立て、それを次回協  

議するということも効果的である。  

11 協議会運営  

協議会が有効に機能するためには、関係団体の連結や報告のみではな   

く、企画、実施、評価について十分審議することが求められる。特に、   

地域固有の健康課題を理解した上で、関係者が連携による質的量的に拡   

大した事業を構築する協議の場を確保する必要性が指摘されており、そ  
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のためには、グループワークやKJ法などを導入することが求められる。  

12 地域・職域連携推進事業ガイドライン「Q＆A」の追加  

1．都道府県協議会を有機的に動かすためのポイントは何ですか。  

Al．① まず、各都道府県内にある同様の趣旨の会議について、その趣旨  

と構成機関、事務局等を整理しておき、連絡協議会との関係を明確  

にします。  

事務局（都道府県）は、協議会設置の意義を理解するだけでなく、  
協議会の目的・意義を納得し、共通認識に立って共同歩調をとって  

欲しい関係機関・団体に対し、積極的な連携方策を求めていくこと  

が必軍です。納得は行動につながります。  

② 労働局・社会保険事務局と連携した共同事業の企画は、産業保健  

推進センターと連結調整を密接にすると、具体的な事業化と実施に  

つながります。産業保健推進センターでは、事業所の産業医・産業  

看護職等の産業保健関係者を対象とした職場の健康づくり仁関す  

る多くの研修事業が年間計画として立てられています。年度当初に  

相談して、企画案を協議会に提示するのも有効な連携方法です。  

③ 地域の社会資源の共有化は段階を追って行うと効果的です。  

まず、関係機関・団体が、地域の中にどのような社会資源を持ら、  

何が共有資源として活用できるのかの資料を作成します。そして、  
最初の協議会で、社会資源の共有化の必要性を確認します。  

次の協議会では事前に把握した社会資源について資料化したも  

のを提示し、具体的な活用方法を検討すると一歩進んだ検討につな  

がります。  

2．二次医療圏協議会を有機的に動かすためのポイントは何ですか。  

A2．① 二次医療圏協議会の設置意義（メリット）について、地域の健康課  

題、健康課題解決への方策等々を踏まえて、関係者のメリットにつ  

いても埋解が得られるように具体的な内容で提示します。それぞれ  

の構成員がどういったことを協働で行えば、どういったメリットが  

出てくるのかが分かる資料を提示することが必要です。  

② 構成機関としてどのような役割を担うのか、役割の担い方（直接  
的・間接的）について、仕組みと方法等の具体的提示による検討を行  

うと理解を得られやすくなります。事業所でできること、関係機関  
でできること、関係団体でできること、現在行っていることに一つ  
プラスすることで、職員■の活気や地域の健康づくりにつながること  

が見えるようにすると良いでしょう。  
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③ 連携にあたっては、労働基準監督署（職域保健側）、保健所（地域保   

健側）との連携を密に、商工会、商工会議所及び労働基準協会（事業   

所側）、地域産業保健センター及び社会保険健康事業財団と相談・連   

絡・調整を進めると、事業の具体化につながります。商工会議所は   

青年部・女性部と部会をもっており、連携をとるとかなりの情報把   

握と発信基地になります。地域産筆保健センター、社会保険健康事   

業財団との連携は、地域活動の課題がより明確になります。  

Q3．都道府県協議会と二次医療圏協議会の望ましい関係はどうすればよい  

でしょうか。  

A3．具体的な連携事業は二次医療圏協議会が、その圏域の健康時性を調査  

等を通して、必要とされる連携事業を企画します。連携事業は地域の関  

係者が積極的に参加できる内容を選択する必要があります。  

都道府県協議会では、二次医療圏の事業を支援することを目的として  

おり、管内全体に共通する保健事業を掲げるとともに、上部団体を通し  

て二次医療圏連携事業に関係する団体への啓発を図ることが望まれま  

す。また、二次医療圏協議会で行われている具体的な連携事業を収集し  

て、共有できる教材などを提供することも都道府県協議会として期待さ  

れるところです。  

4．連携推進協議会と保険者協議会の関係はどうすればよいです力＼。  

A4．保険者協議会では、今後、健診データとレセプトデータの分析に加え  

て、保険者への健診・保健指導計画の策定や実施体制に係わる検討等が  

行われます。その中で、計画の目標達成に向けて、地域・職域連携によ  

る保健事業の推進が大きく関与します。  

保険者協議会を構成する機関は、地域・職域連携推進協議会の構成機  

関として参加していますが、反対に保険者協議会に地域・職域連携推進  

協議会の事務局として積極的に参加することも重要です。  

5．連携事業の評価はどうすればよいでしょうか。  

A5．連携事業を評価することは、継続的な事業を推進する上で重要な課題  

です。事業の評価は、ガイドラインに記載されているように、「構造評  

価」、「プロセス評価」、「効果評価」の段階に分けて、記載された項目を  

評価することで、事業の達成度を理解するとともに、次年度事業に向け  

て未達成部分を明確にできます。  

地域・耳削或連携推進事業ガイドラインの構造評価を協議会運営のチェ  

ックリストとして活用することもーつの方法です。  
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